
※本リストは復興期間全体を通した場合には、内容が変更となる可能性がある。

復興交付金 基幹事業

番号 事業名 番号 事業名

D-2 道路事業（高台移転等に伴う道路整備（区画整理））

A-1 公立学校施設整備費国庫負担事業（公立小中学校等の新増築・統合） D-3 道路事業（道路の防災・震災対策等）

A-2 学校施設環境改善事業(公立学校の耐震化等) 災害公営住宅整備事業等

A-3 幼稚園等の複合化・多機能化推進事業 (災害公営住宅の整備、災害公営住宅に係る用地取得造成等)

A-4 埋蔵文化財発掘調査事業 D-5 災害公営住宅家賃低廉化事業

D-6 東日本大震災特別家賃低減事業

B-1 医療施設耐震化事業 D-7 公営住宅等ストック総合改善事業（耐震改修、エレベーター改修）

B-2 介護基盤復興まちづくり整備事業 D-8 住宅地区改良事業（不良住宅除却、改良住宅の建設等）

(「定期巡回・随時対応サービス」や「訪問看護ステーション」の整備等) D-9 小規模住宅地区改良事業（不良住宅除却、小規模改良住宅の建設等）

B-3 保育所等の複合化・多機能化推進事業 D-10 住宅市街地総合整備事業（住宅市街地の再生・整備)

D-11 優良建築物等整備事業

C-1 農山漁村地域復興基盤総合整備事業 D-12 住宅・建築物安全ストック形成事業（住宅・建築物耐震改修事業）

（集落排水等の集落基盤、農地等の生産基盤整備等） D-13 住宅・建築物安全ストック形成事業（がけ地近接等危険住宅移転事業）

C-2 農山漁村活性化プロジェクト支援(復興対策)事業 D-14 造成宅地滑動崩落緊急対策事業

（被災した生産施設、生活環境施設、地域間交流拠点整備等） D-15 津波復興拠点整備事業

C-3 震災対策・戦略作物生産基盤整備事業 D-16 市街地再開発事業

（麦・大豆等の生産に必要となる水利施設整備等） D-17 都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区画整理事業等）

C-4 被災地域農業復興総合支援事業（農業用施設整備等） D-18 都市再生区画整理事業（市街地液状化対策事業）

C-5 漁業集落防災機能強化事業（漁業集落地盤嵩上げ、生活基盤整備等） D-19 都市防災推進事業（市街地液状化対策事業）

C-6 漁港施設機能強化事業（漁港施設用地嵩上げ、排水対策等） D-20 都市防災推進事業（都市防災総合推進事業）

C-7 水産業共同利用施設復興整備事業 D-21 下水道事業

（水産業共同利用施設、漁港施設、放流用種苗生産施設整備等） D-22 都市公園事業

C-8 農林水産関係試験研究機関緊急整備事業 D-23 防災集団移転促進事業

C-9 木質バイオマス施設等緊急整備事業

E-1 低炭素社会対応型浄化槽等集中導入事業

D-1 道路事業（市街地相互の接続道路等）

環境省

国土交通省

文部科学省

D-4

厚生労働省

農林水産省



■本資料中の「基本国費率」は、基幹事業の本来の補助率を指す。
■残る地方負担については、①追加的な国庫補助、及び②地方交付税の加算、により全て手当。

防災集団移転促進事業(3/4)

土地区画整理事業(1/2)

農業農村整備事業(1/2)

地方負担（1/4)

地方負担（1/2)

地方負担（1/2)

①追加的な国庫補助：地方負担分の50％及び効果促進事業の
80％を国庫補助

②地方交付税の加算：なお生じる地方負担は地方交付税の加算により確実に手当て（その財源は３次補
正で全額措置）

効果促進事業

（例） 地方負担分の50％を補助 効果促進事業の80％を補助

本資料中の「基本国費率」と地方負担の軽減について

本来の補助
※下線は基本国費率

※基幹事業には、民間事業者等が一部事業費を負担する事業が含まれているが、その際には、
民間事業者が負担する額は上記の軽減措置の対象外となる。



A‐1．公立学校施設整備費国庫負担事業
（公立小中学校等の新増築・統合）

復興のための地域づくりに必要な、公立義務教育諸学校における新増築事業（学校統合に伴う新増築
事業を含む）。

補助対象

補助要件

交付団体

基本国費率

事業概要

○公立義務教育諸学校（*）の校舎・屋内運動場・寄宿舎の新増築

○公立小・中学校の統合により必要となる校舎、屋内運動場の新増築

（ * 公立の小学校、中学校、中等教育学校の前期課程、特別支援学校小・中学部）

国：1/2、地方公共団体：１/2

事業実施主体

対象施設の保有面積が、当該学校の学級数に
応じて定められる必要面積（*）を下回っていること 等
（公立学校施設整備費負担金制度と同様）
* 「公立学校施設費国庫負担金等に関する関係法令

等の運用細目」において規定。

＜対象となる事業の具体的なイメージ＞
○被災した学校施設において復旧事業と一体で行う増築
※災害復旧事業の対象とならない部分（被災前の保有面積を超える部分）が対象

○被災した学校と被災していない学校を統合して新しい学
校を整備する事業 ※被災していない学校施設に該当する部分が対象

（被災してない
学校施設）

（被災学校施設）

学校統合

被災学校分

被災していない
学校分

（統合校の建設）

災害復旧事業

復興交付金

都道府県・市町村

都道府県・市町村

※別途、地方負担軽減措置を講じる。

（被災学校施設） 災害復旧

増築

災害復旧事業

復興交付金



A‐2．学校施設環境改善事業
（公立学校の耐震化等）

復興のための地域づくりに必要となる公立学校施設の耐震化、改修事業等。

補助対象

補助要件

交付団体

基本国費率

事業概要

公立学校（*）の校舎・屋内運動場・寄宿舎等の耐震補強、改築、老朽化に伴う改修、非構造部材の耐震化、避
難階段や備蓄倉庫の整備 等

（* 公立の幼稚園、小学校、中学校、中等教育学校の前期課程、特別支援学校等）

○耐震補強：国：1/3（*2/3等）、地方公共団体：2/3（*1/3等）
*Is値0.3未満である場合 等

○改築：国：1/3（*1/2）、地方公共団体2/3（*1/2）
*Is値0.3未満かつコンクリート強度10N未満である場合 等

○老朽化に伴う改修：国：1/3、地方公共団体2/3       等

事業実施主体

○耐震補強：Is値0.7未満であること 等
○改築：老朽化等により、構造上危険な状態にあること 等
○老朽化に伴う改修：建築後20年以上経過していること 等
（上記を含め、学校施設環境改善交付金と同様）

都道府県・市町村

＜対象となる事業の具体的なイメージ＞
○被災した学校施設の復旧事業と一体的に行う

耐震補強

○被災した学校施設の復旧事業と併行して行う
屋上への避難階段や備蓄倉庫等の整備
※避難階段等は、被災前にはなかったものが対象。

（被災学校施設） 災害復旧事業

復興交付金

避
難
階
段

災害復旧

備蓄倉庫

（被災してな
い校舎）

（被災した
体育館）

校舎：
耐震補強

体育館：
災害復旧

災害復旧事業

復興交付金

一体的な整備

都道府県・市町村

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



A-3．幼稚園等の複合化・多機能化推進事業

被災地の復興に際し、子どもと子育てを身近な地域で支える観点から、認定こども園（幼稚園機能部
分）の整備による、幼稚園等の複合化、多機能化を図るための整備に重点的な財政支援を行うもの。

補助対象・補助要件

交付団体

基本国費率

事業概要

都道府県

事業実施主体

市町村、学校法人等

国：１／２、地方公共団体：１／４、事業主：１／４

※別途、地方負担軽減措置を講じる。

保育所 小学校

幼稚園 放課後児童クラブ

子どもと子育てを

身近な地域で支える

複合化・多機能化

すべての子どもへの

良質な成育環境の保障

認定こども園

地域子育て支援拠点

小学校

放課後児童クラブ

※認定こども園の保育所機能部分、放課後児童クラブ、地域子
育て支援拠点など子育て関連施設の整備については、「７．保
育所等の複合化・多機能化推進事業」により行う。

認定こども園の幼稚
園機能部分について、
本事業により整備。

認定こども園（幼稚園機能部分）の整備により、幼稚園等を複合化、
多機能化する際の整備費



A‐4．埋蔵文化財発掘調査事業

①大規模な開発事業等が予想される地域において、埋蔵文化財の所在の有無、
所在する場合の範囲及び性質（年代等）を明らかにし、開発事業等の内容、ス
ケジュール等を調整するために行う遺跡の試掘等による総合調査
②埋蔵文化財の記録の作成又は保存に必要な資料を得るために行う発掘調
査及び発掘された資料の保存整理 等

個人住宅・店舗等の新築、改修等、震災復興に伴う埋蔵文化財発掘調査を迅速に実施するために必
要となる費用を支援するための事業。

交付団体

基本国費率

事業概要

都道府県・市町村

国：1/2
地方公共団体（都道府県・市町村）：1/2

事業実施主体

都道府県・市町村

発掘調査

※別途、地方負担軽減措置を講じる。

補助対象・補助要件

発
掘
作
業
計
画
の
策
定

重

機

掘

削

包
含
層
の
掘
削

遺
構
検
出
掘
削

記
録
の
作
成

実
測
・
写
真

補

足

調

査

埋

め

戻

し

発掘作業

測量基準点の設置
発掘区・ｸﾞﾘｯﾄﾞの設定

発掘作業の流れ



災害発生時に診療拠点となる災害拠点病院、重篤な患者を24時間体制で受け入れる救命救急センター
の耐震化整備を促進。

補助対象

補助要件

交付団体

基本国費率

事業概要

事業実施主体

特定被災地方公共団体に所在する未耐震の災害拠点病院、
救命救急センターを有する病院が行う耐震化のための新築、
増改築、耐震補強工事

国１／２、県１／２以内、事業主１／２以内

＜基準額（基準面積×補助単価）＞
災害拠点病院、救命救急センター ： 約23.8億円

都道府県

未耐震病院

・災害拠点病院

・救命救急センター

財政支援

耐震化

国

都道府県

災害拠点病院、救命救急センター

＜病床過剰地域＞
新築建替の場合、整備を行う病棟の病床数の10％以上

削減
＜病床非過剰地域＞
新築建替の場合、当該医療機関の病棟の病床利用率が

過去３ヶ年（暦年）平均で80％未満であれば、病床を削減
（削減割合は、県医療審議会等の意見を聞いた上で決定）

B‐1．医療施設耐震化事業

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



小規模特養

認知症
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

小規模多機能 等

介護基盤緊急整備等臨時特例基金により財政措置

高齢者
（在宅）

訪問介護ステーション等連携機能

B‐2．介護基盤復興まちづくり整備事業
（「定期巡回・随時対応サービス」や「訪問看護ステーション」の整備等）

被災地において、日常生活圏で医療・介護等のサービスを一体的・継続的に提供する「地域包括ケア」
の体制を整備するため、既存の介護基盤緊急整備等臨時特例基金を活用して小規模特別養護老人
ホームや認知症高齢者グループホーム等の基盤整備を行うことに加え、訪問介護ステーション等を建設
するなど、地域において連携して機能するためのモデル的な事業を行う。

事業概要

補助対象・補助要件

復興計画支援高齢者ニーズ調査等で把握された市町村のニーズに応じて、在宅サービス等を行う拠点を整備
する。
＜具体例＞

大規模施設が全壊・半壊した場合等に、大規模施設を建てる代わりに、同一法人等が主体となって、小規模特
養、グループホーム、その他の訪問介護ステーション等を建設するなど、地域において連携して機能するための
モデル的な事業

交付団体

都道府県

事業実施主体

市町村、社会福祉法人等

基本国費率

国：定額（１か所あたり3,000万円）

（事業のイメージ図）

＜介護基盤復興まちづくり整備事業により整備＞



保育所、認定こども園（保育所機能部分）、放課後児童クラブ、地
域子育て支援拠点など子育て関連施設を複合化、多機能化する
際の整備費

被災地の復興に際し、子どもと子育てを身近な地域で支える観点から、認定こども園（保育所機能部
分）、放課後児童クラブ、地域子育て支援拠点など子育て関連施設の複合化、多機能化を図るための整
備に重点的な財政支援を行うもの。

補助対象・補助要件

交付団体

基本国費率

事業概要

都道府県

事業実施主体

市町村、社会福祉法人等

保育所 小学校

幼稚園 放課後児童クラブ

子どもと子育てを

身近な地域で支える

複合化・多機能化

すべての子どもへの

良質な成育環境の保障

認定こども園

地域子育て支援拠点

小学校

放課後児童クラブ

多機能化
延長保育、

病児・病後児、
一時預かり 等

国：１／２、地方公共団体：１／４、事業主：１／４

B‐3．保育所等の複合化・多機能化推進事業

※別途、地方負担軽減措置を講じる。

※認定こども園の幼稚園機能部分の整備については、「３．幼
稚園等の複合化・多機能化推進事業」により行う。



C‐1．農山漁村地域復興基盤総合整備事業
（集落排水等の集落基盤、農地等の生産基盤整備等）

復興に必要な農地・農業用施設等の生産基盤、集落排水
施設等の集落基盤等の整備、農地・宅地の一体的整備等

補助対象

補助要件

交付団体

基本国費率

事業概要

被災地域の生産基盤、集落基
盤整備等の実施により、農山漁
村地域の復興が図られること。

都道府県、市町村

事業実施主体

都道府県、市町村、民間団体

農山漁村地域の復興に必要な農地・農業用施設等の生産基盤、集落排水施設等の集落基盤等の総合 的
な整備を実施、農地・宅地の一体的な整備等、被災地域の多様なニーズに対応した事業を実施。

ほ場整備、農用地開発、農道整備、農業集落道整備、 営農飲雑用水
施設整備、農業集落排水施設整備、復興一体事業、草地畜産基盤整備
森林環境保全整備、森林居住環境整備、漁港環境整備 等

b b

①実施計画（事業実施に必要となる調査・
設計）について、国：定額
②上記①以外について、国：1/2、地方公共
団体：1/2（中山間地域（５法指定地域等）に
ついては、国：55%、地方公共団体：45%）

※別途、地方負担軽減措置を講じる。
※事業内容により、基本国費率が異なる。



○ 施設の被災状況、整備の例

C‐2．農山漁村活性化プロジェクト支援（復興対策）事業
（被災した生産施設、生活環境施設、地域間交流拠点整備等）

① 被災した生産施設、生活環境施設、地域間交流拠点施設の整備等
② 災害により人命に多大な影響を及ぼすおそれのある施設の整備、補強、機能強化等

東日本大震災により被災した生産施設、生活環境施設、地域間交流拠点施設等の整備、補強、機能強
化等を支援し、安心・安全な農山漁村への定住・交流等の促進を図る。

補助対象

補助要件

交付団体

基本国費率

事業概要

被災した地域の復興とともに、農山漁
村の活性化のための定住及び地域間
交流等の促進が図られること。

都道府県、市町村

国費：1/2以内、
事業実施主体：国費残分

事業実施主体

都道府県、市町村、
農林漁業者等の組織する団体 等

沈下した基礎部の補修、補強 柱・梁の歪みの補修、補強

活性化施設の被災状況

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



【事業内容のイメージ】

C‐3．震災対策・戦略作物生産基盤整備事業
（麦・大豆等の生産に必要となる水利施設整備等）

① 畦畔除去等による農地の区画拡大、暗渠排水による汎用化

② 農業水利施設の整備・更新

東日本大震災により著しい被害を受けた地域において、農地・農業水利施設の整備をきめ細かく実施
し、経営規模の拡大や戦略作物・地域振興作物の生産を促進

補助対象

補助要件

交付団体

基本国費率

事業概要

戦略作物または地域振興作物の作付が図
られること

都道府県、市町村

事業実施主体

都道府県、市町村、
農業者等の組織する団体（土地改良区等）

農業用水路の設置 老朽水路の改修

農地区画の拡大 暗渠排水の設置

国：1/2 ,事業実施主体：１/2
(中山間地域（６法指定地域等）については、
国：55％,事業実施主体：45％)

定額（自力施工等による区画拡大（10万円
/10a等）、暗渠排水（15万円/10a））

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



C‐4．被災地域農業復興総合支援事業
（農業用施設整備等）

① 生産・加工・流通・販売に必要なハウス、水耕栽培施設、農業用水施設、
育苗施設、乾燥調製貯蔵施設、処理加工施設、集出荷施設などの
農業用施設

② トラクター、田植機、コンバイン等の農業用機械

東日本大震災により被災した市町村が策定する復興計画に掲げられた農業復興を実現するため、
市町村が農業・加工用施設の整備等を行い、被災農業者等へ貸与することで農業復興を支援。

補助対象

補助要件

交付団体

基本国費率

事業概要

被災農業者等への貸与を目的とした施設の整備等であること

都道府県

国：1/2 、地方公共団体：１/2

事業実施主体

市町村

復興計画

市町村

農業用施設の整備等

貸与

国

（農業用施設・機械）

都道府県

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



C‐5．漁業集落防災機能強化事業
（漁業集落地盤嵩上げ、生活基盤整備等）

① 漁業集落の地盤嵩上げ・切盛土
② 漁業集落排水施設や集落道等の生活基盤の整備、漁港との連絡道の整備
③ 高台等の避難地、避難路等の防災安全施設の整備

被災地の漁業集落において、安全安心な居住環境を確保するための地盤嵩上げ、生活基盤や防災
安全施設の整備等を実施し、災害に強い漁業地域づくりを推進。

補助対象

補助要件

交付団体

基本国費率

事業概要

・ 300人以上5,000人以下の漁業集落
※ただし、過疎地域等の指定を受けている地域においては

人口の下限値を50人に緩和

・ 漁家比率1位又は漁業依存度1位の集落

（注）上記要件に合致しない集落については具体的な要望を

踏まえて検討

都道府県

国：1/2 、市町村：１/2

事業実施主体

市町村

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



C‐6．漁港施設機能強化事業
（漁港施設用地嵩上げ、排水対策等）

○ 防波堤、岸壁等の機能強化、航路・泊地、避難
路等の整備

○ 地盤沈下に対応した漁港施設用地等（水産加工
場用地など民有地を含む）の嵩上げ、排水対策

被災地の漁港において、漁港機能の集約・役割分担を踏まえた復旧・復興の方針に基づき、災害復
旧事業と連携し、地震・津波等に対する防波堤、岸壁等の機能強化のための改良工事や地盤沈下に
対応した漁港施設用地の嵩上げ・排水対策等を実施し、漁港機能の速やかな回復を図る。

補助対象

補助要件

交付団体

基本国費率

事業概要

防波堤、岸壁等の機能強化や漁港施設用地等の
地盤沈下対策が必要な市町村営漁港であること

都道府県

国：1/2 、市町村：１/2
（北海道、離島における嵩上げ有り）

事業実施主体

市町村

事業内容の例
＜漁港施設の浸水状況＞

＜漁港の嵩上げイメージ＞

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



C‐7．水産業共同利用施設復興整備事業
（水産業共同利用施設、漁港施設、放流用種苗生産施設整備等）

① 市町村が所有する水産業共同利用施設のうち、衛生機
能の高度化等を図る施設の整備

② 市町村が所有する放流用種苗生産施設のうち、種苗生
産機能の効率化・高度化等を図る施設の整備

③ 市町村が管理する漁港の機能回復や漁港環境の向上に
資する施設の整備

④ 市町村が策定する復興計画等に基づく水産加工流通施
設の整備

本格的な水産業の復興に向け、被災した市町村が所有する水産業共同利用施設等の整備に対して
支援。

補助対象

補助要件

交付団体

基本国費率

事業概要

東日本大震災により被災した施設及び漁港またはその背
後集落に関連する施設の整備であること等

都道府県・市町村

補助対象①～③の場合＝国：1/2 、市町村：１/2
補助対象④の場合＝国：1/2、市町村：3/8、民間団体：1/8

事業実施主体

補助対象①～③：市町村
補助対象④：民間団体

荷さばき施設

漁港環境整備施設岸壁等の軽労化施設

水産加工処理施設

魚類・貝類種苗生産施設 さけ・ます種苗生産施設

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



C‐8．農林水産関係試験研究機関緊急整備事業

被災県の
・農業関係試験研究施設
（研究棟、実験温室等）
・森林・林業関係試験研究施設
（研究棟、木材試験棟等）
・水産関係試験研究施設
（研究棟、飼育実験棟、調査船等）

等の整備

農林水産業が基幹産業となっている被災市町村の一日も早い復興を支援するため、地域の農林水産業を

技術面から支えている県の農林水産試験研究機関について、その施設等を整備。

補助対象

交付団体

基本国費率

事業概要

都道府県

国：1/2 、県：１/2

事業実施主体

都道府県

○漁業・養殖業再開に向けた技術的指導
○水産資源の来遊予測・漁場環境調査
○耐塩性品種の選抜
○不良環境下での栽培技術の開発
○海岸防災林の整備、保育管理技術の開発
○農林水産物、食品、土壌分析 等

基幹産業である農林水産業の復興

被災市町村の一日も早い復興

本来の機能回復
補助要件

県の試験研究施設等であること 技術的サポート

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



２．木造公共建築物の整備 ３．再生可能エネルギー導入調査設
計・施設整備

１．木質バイオマス関連施設の整備

・震災で大量発生した木質系廃棄物
を利用する発電施設・熱供給施設
の整備を支援

・木質系廃棄物の処理終了後は未利
用間伐材を活用してエネルギーを
持続的・安定的供給

公共施設

公共施設での
電・熱供給

貝類育苗用施
設への熱供給

C‐9．木質バイオマス施設等緊急整備事業

被災地域の復興に向け、木質バイオマスや小水力等再生可能エネルギー供給施設等の整備や木造公共建築物の
整備等により、地域の資源を活用した新しいまちづくりを推進。

事業概要

補助対象

交付団体

事業実施主体

都道府県

都道府県、市町村

基本国費率 国:1/2、地方公共団体:1/2

・被災地における木造公共建築
物の整備

補助対象

交付団体

事業実施主体

都道府県

都道府県、市町村

基本国費率

・小水力・太陽光発電設備など再生
可能エネルギー導入に係る調査設
計や施設整備を支援

補助対象

交付団体

事業実施主体

都道府県

都道府県、市町村

基本国費率

【調査設計】国:定額
【施設整備】国:1/2、地方公共団体:1/2

補助要件 東日本大震災で生じた
木質系廃棄物を利用す
ること

国:1/2、地方公共団体:1/2

補助要件 地域材を活用し、波
及・ＰＲ効果の高い
施設であること

補助要件 小水力等再生可能エネ
ルギー供給施設導入の
実施可能性が高いと見
込まれること

※基本国費率のほか、別途、地方負担軽減措置を講じる。



D‐1．道路事業（市街地相互の接続道路等）

津波により壊滅的な被害を受けた地域における復興計画等に位置付けられた市街地相互の接続道路
等の整備を実施。

事業概要

地方公共団体が策定する復興計画等に位置付けられた道
路整備（補助国道、都道府県道、市町村道）

補助対象・補助要件

交付団体

補助率

都道府県・市町村

国：5.5/10～7.0/10 ,地方公共団体：4.5/10～3.0/10

事業実施主体

土地区画整理事業予定地区

復興計画等に位置付け
られた道路整備

復興計画等に位置付け
られた道路整備

※復興計画等に位置付けのない都市間のネットワーク整備等は対象外

都道府県・市町村

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



D‐2．道路事業（高台移転等に伴う道路整備（区画整理））

地方公共団体が策定する復興計画等に位置付けられた道
路整備（補助国道、都道府県道、市町村道）

津波により壊滅的な被害を受けた地域における復興計画等に位置付けられた高台移転等に伴う道路
整備（区画整理）を実施。

補助対象・要件

交付団体

補助率

事業概要

都道府県・市町村

国：5.5/10～7.0/10 ,地方公共団体：4.5/10～3.0/10

事業実施主体

土地区画整理事業予定地区

復興計画等に位置付
けられた道路整備
（区画整理）

復興計画等に位置付
けられた道路整備
（区画整理）

都道府県・市町村

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



D‐3．道路事業（道路の防災・震災対策等）

地方公共団体が策定する復興計画等に位置付けられた道路
（市町村道）の防災・震災対策等

津波により壊滅的な被害を受けた地域における復興計画等に位置付けられた道路の防災・震災対策
等を実施。

補助対象・要件

交付団体

補助率

事業概要

市町村

国：5.5/10～7.0/10 ,地方公共団体：4.5/10～3.0/10

事業実施主体

道路斜面の崩落
（東日本大震災での被災）

橋脚の耐震補強
（東日本大震災でも地震動による損傷無し）

市町村

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



D‐4．災害公営住宅整備事業等
（災害公営住宅の整備、災害公営住宅に係る用地取得造成等）

① 災害公営住宅整備事業
・住宅の建設・買取費 （国：3/4、地方：1/4）

・住宅の借上げに係る建設・改良費 （国：3/5、地方：1/5、民間：1/5）

② 災害公営住宅用地取得造成費補助事業（国：3/4、地方：1/4）

・住宅の建設等に伴う土地取得費、造成費等

③ 被災者向け公営住宅改修事業（国：3/4、地方：1/4）

・被災者向け買取公営住宅・空家公営住宅の改修費

④ 災害復興型地域優良賃貸住宅整備事業
・住宅の建設費（国：15/100、地方：5/100、民間：80/100）

・住宅の改良費（国：3/5、地方：1/5、民間：1/5）

⑤ 高齢者生活支援施設等併設事業
・公的賃貸住宅に併設する高齢者生活支援施設、障害者福祉施設、子育て支援施設の整備費用（国：1/2、地方：1/6、民間：1/3）

東日本大震災による被災者の居住の安定確保を図るため、災害公営住宅の整備等に係る費用を支援する。

補助対象・補助要件・基本国費率

備考

交付団体

事業概要

都道府県・市町村

○ 東日本大震災復興特別区域法により、以下の特例措置を実施予定
(ⅰ) 災害公営住宅の入居者資格の特例（同居親族要件・収入基準要件の特例適用期間の延長）

1/5

国

地方
事業者

1/5

3/5
3/4

1/4

3/4

1/4

建
設
・買
取
費

用
地
費

地方

国

地方

国

共同施設等 専用部分

① 建設・買取りの場合 ② 借上げの場合

イメージ

事業実施団体 都道府県・市町村・民間事業者等

譲渡年限の短縮化 （耐用年限の1/4 → 耐用年限の1/6）
譲渡対価の使途の拡大 （地域住宅計画に基づく事業を追加）(ⅱ) 災害公営住宅の処分要件の特例

※ 別途、地方負担軽減措置を講じる。



D‐5．災害公営住宅家賃低廉化事業

東日本大震災による被災者向けに整備された災害公営住宅について、入居者の居住の安定確保を図
るため、当該災害公営住宅の家賃低廉化に係る費用を支援する。

補助対象・補助要件

交付団体

事業概要

事業実施主体

都道府県・市町村

都道府県・市町村

概ね４５％（改良住宅等 1/2）

東日本大震災の被災者に賃貸又は転貸
する災害公営住宅に係る家賃の低廉化
に要する費用

供給方法 補助率等 補助期間

①建設・買取り ２／３（ただし、激甚法第22条第1項に基づく災害公営住宅については
当初５年間は３／４）

20年

②借上げ ２／３（ただし、激甚法第22条第1項に規定する政令で定める地域に
あった住宅を借り上げた公営住宅については、当初5年間は３／４）

借上期間

0万 4万

2

3

4

5

6万 8万 10.4万
(10%)

12.3万
(15%)

13.9万
(20%)

15.8万
(25%)

近傍同種家賃

応能応益方式による家賃低廉化

【政令月収】

（万円）

・新設補助金による支援
（10年間、国負担：1/2、地方負担：1/2）
当初5年間 → 特段の減額措置
残り5年間 → 段階的に通常家賃へ引き上げ

【
家
賃
額
】

1

低所得者の負担軽減措置

・災害公営住宅家賃低廉化事業による支援
当初 5年間 → 国負担：3/4、地方負担：1/4
残り15年間 → 国負担：2/3、地方負担：1/3

【災害公営住宅家賃低廉化事業のイメージ】

基本国費率 ※別途、地方負担軽減措置を講じる。



D‐6．東日本大震災特別家賃低減事業

応急仮設住宅等に居住する低所得の被災者が、円滑に恒久住宅に移行し、速やかに生活再建ができ
るよう、災害公営住宅等の家賃を、一定期間、入居者が無理なく負担しうる水準まで低廉化するため、地
方公共団体が実施する家賃減免に係る費用を支援する。

補助対象・補助要件

交付団体

基本国費率

事業概要

事業実施主体

都道府県・市町村

都道府県・市町村

○ 東日本大震災の被災者に賃貸又は転貸

する災害公営住宅等に居住する入居者
の家賃について、地方公共団体が、入居
者が無理なく負担しうる水準まで減免す
る場合に要する費用。

○ 家賃の減免については、以下の考え方
により実施
・当初5年間：特段の減額措置
・以降5年間：段階的に通常家賃へ引き

上げ
0万 4万

2

3

4

5

6万 8万 10.4万
(10%)

12.3万
(15%)

13.9万
(20%)

15.8万
(25%)

近傍同種家賃

応能応益方式による家賃低廉化

【政令月収】

（万円）

【
家
賃
額
】

1

低所得者の負担軽減措置

・公的賃貸住宅家賃低廉化事業による支援
当初 5年間 → 国負担：3/4、地方負担：1/4
残り15年間 → 国負担：2/3、地方負担：1/3

【東日本大震災特別家賃低減事業のイメージ】

・東日本大震災特別家賃低減事業による支援
（10年間、国負担：1/2、地方負担：1/2）
当初5年間 → 特段の減額措置
残り5年間 → 段階的に通常家賃へ引き上げ

１／２

当初５年間 移行措置

11年目以降
一般へ移行1/4

1/4

1/4

3/4 2/4 1/41

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

法定家賃

移行措置のイメージ

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



D‐7．公営住宅等ストック総合改善事業
（耐震改修、エレベーター改修）

公営住宅団地等の地域における防災拠点化を図るため、既存の公営住宅、改良住宅等を対象とした
耐震改修、昇降機改修を促進する。

補助対象・補助要件

交付団体

基本国費率

事業概要

事業実施主体

【対象住宅】
・ 公営住宅
・ 特定公共賃貸住宅等
・ サービス付き高齢者向け住宅等
・ 改良住宅等

【対象とする費用】
① 耐震改修

既存公営住宅等を対象とした耐震改修工事に係る費用

② 既設昇降機の安全確保

既設公営住宅等の昇降機を対象とした、主要機器の耐
震補強措置、戸開走行保護装置の設置、P波感知型地震

時管制運転装置の設置に係る改修工事に係る費用

都道府県・市町村

都道府県・市町村

国：概ね45%、地方：概ね55% （改良住宅等の場合 国：1/2、地方：1/2）

外付けブレースによる耐震改修

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



・不良住宅の買収・除却
・①不良住宅の買収・除却

②改良住宅整備・用地取得
③公共施設・地区施設整備

不良住宅が密集すること等によって保安、衛生等に関し危険又は有害な状況にある地区において、地
方公共団体が不良住宅をすべて除却し、従前居住者向けの住宅（改良住宅）を建設するとともに、生活
道路、児童遊園等を整備する。

補助対象

補助要件

交付団体

基本国費率

事業概要

【対象地区要件】
・面積 0.15ha以上
・不良住宅戸数 50戸以上
・不良住宅率 80%以上
・住宅戸数密度 80戸/ha以上

※不良住宅：主として居住の用に供される建築物等でその構造又は設備
が著しく不良な住宅。東日本大震災により著しい損害を受けた住宅を含む。

市町村・都道府県

①不良住宅の買収・除却
②改良住宅整備・用地取得
③公共施設・地区施設整備

事業実施主体 良住宅 不良住宅

地区施設（集会所等）改良住宅

国：１/２ ,地方公共団体：１/２
国：２/３ ,地方公共団体：１/３
国：２/３ ,地方公共団体：１/３

市町村・都道府県

D‐8．住宅地区改良事業
（不良住宅除却、改良住宅の建設等）

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



・不良住宅の買収・除却
・①不良住宅の買収・除却

②小規模改良住宅整備
③小規模改良住宅用地取得、公共施設・地区施設整備

不良住宅が集合すること等により生活環境の整備が遅れている地区において、地方公共団体が不良
住宅を除却し、従前居住者向けの住宅（小規模改良住宅）を建設するとともに、生活道路、児童遊園等を
整備する。

補助対象

補助要件

交付団体

基本国費率

事業概要

【対象地区要件】
・不良住宅戸数 15戸以上
（過疎地域、離島振興対策実施地域、豪雪地帯又は振興山村の区域に
おける激甚災害に係る事業の場合は５戸以上）

・不良住宅率 50%以上
※下線部は、平成27年度までに復興交付金事業計画（仮称）を提出した場合
※不良住宅：主として居住の用に供される建築物等でその構造又は設備が著

しく不良な住宅。災害により著しく損壊した住宅を含む。

①不良住宅の買収・除却
②小規模改良住宅整備
③小規模改良住宅用地取得、公共施設・地区施設整備

事業実施主体 市町村・都道府県
良住宅 不良住宅

地区施設（集会所等）改良住宅

国：１/２ ,地方公共団体：１/２（跡地非公共 国：１/３ ,地方公共団体：２/３）

国：２/３ ,地方公共団体：１/３
国：１/２ ,地方公共団体：１/２

市町村・都道府県

D‐9．小規模住宅地区改良事業
（不良住宅除却、小規模改良住宅の建設等）

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



○整備計画策定等事業（整備計画、事業計画策定等）
○市街地住宅等整備事業（共同施設整備、公共空間整備等）
○居住環境形成施設整備事業（老朽建築物除去、地区公共施設整備等）
○関連公共施設整備事業（道路、都市公園、下水道、河川等）
等

補助対象

補助要件

交付団体

事業概要

【対象地区要件】
○重点整備地区を一つ以上含む地区であること。
○整備地区の面積が概ね５ha以上（重点供給地域は概ね２ha

以上）であること。
○原則として住戸戸数密度が30戸/ha以上の地区であること。
等

都道府県・市町村

事業実施主体

都道府県・市町村・民間等

老朽住宅等の建替えと公共施設の整備を促進し、住環境改善、防災性の向上等を図るため、敷地の
共同化や避難路整備等により、住宅市街地の再生・整備を総合的に行う事業。

D‐10．住宅市街地総合整備事業
（住宅市街地の再生・整備）

国：１／３、地方：１／３、民間１／３
国：２／５、地方：２／５、民間１／５ 等

基本国費率

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



型 タイプ 概要
新築

or改修

優 良 再

開発型

共同化タイプ
被災した住宅等の地権者が敷地の共同化を行

い建築物を整備する事業（任意の再開発）
新築

市街地環境形成

タイプ

被災市街地等において、地区計画・建築協定の

区域内で協調的な建築物を整備する事業
新築

マンション建替タ

イプ
被災したマンションの建替を行う事業 新築

市 街 地

住 宅 供

給型

住宅複合利用タ

イプ

被災地において共同住宅を整備する際に、他の

施設との複合的な建築物として整備する事業
新築

中心市街地共同

住宅供給タイプ

中心市街地における優良な共同住宅の供給を

行う事業
新築

既 存 ス

ト ッ ク 再

生型

－
既存建築物ストックのバリアフリー性能、省エネ

性能、耐震性能等を向上させる事業
改修

東日本大震災による被災市街地の早期復興を図るため、市街地環境の整備改善、良好な市街地住宅の供給を推進する。

補助対象 補助要件

交付団体

事業概要

事業実施主体

国：2/5、地方：2/5、民間事業者等：1/5

都道府県、市町村

都道府県、市町村、民間事業者等

＜事業要件＞
・ 地区面積が原則として 500㎡以上

又は敷地面積300㎡以上
ただし、既存ストック再生型については
地区面積300㎡以上

・ 地上３階以上で、耐火建築物または
準耐火建築物等

＜補助対象費用＞①調査設計計画
②土地整備（除去費等）
③共同施設整備

（共用通行部分、空地等の整備）

（事業イメージ）

D‐11．優良建築物等整備事業

基本国費率

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



①緊急輸送道路沿道の住宅、建築物
②避難路沿道等の住宅、建築物
③避難所等
における耐震診断、耐震改修等

補助対象

補助要件

交付団体

基本国費率

事業概要

①地域防災計画に位置づけられた緊急輸送道路で、耐震改修促進計画において、耐震化を図るべき
緊急輸送道路として位置づけられたもの。

②避難路又は避難地が地域防災計画に位置づけられた避難路又は避難地、若しくは耐震改修促進計
画に位置づけられた避難路であること。

③避難所等として地域防災計画に位置づけられているか又は位置づけられることが確実であること。
※上記の他、建物要件あり。

都道府県・市町村

事業実施主体

都道府県・市町村・民間等

住宅・建築物ストックの最低限の安全性確保を総合的かつ効率的に促進する事業。「減災」の考え方
に基づき、「逃げる」という視点も含めた対策を実施し、災害時に重要な役割を担う緊急輸送道路沿道住
宅建築物、避難路沿道住宅建築物及び避難所等の耐震化を行う。

○耐震改修イメージ

筋交いの設置

構造用合板の設置

筋交いの設置

<戸建て住宅>

【耐震改修】
緊急輸送道路沿道及び避難所等：国：1/3, 地方：2/3（公共建築物）

国：1/3, 地方：1/3,  民間1：/3（民間建築物）
避難路沿道：国：1/6, 地方5/6（公共建築物）

国：1/6, 地方1/6, 民間4/6（民間建築物）

【耐震診断】
民間実施：国：1/3, 地方1/3, 民間1/3 
地方公共団体実施：国：1/2, 地方：1/2（住宅）

国：1/3, 地方：2/3（建築物）
(緊急輸送道路沿道は国：1/2, 地方1/2)

D‐12．住宅・建築物安全ストック形成事業
（住宅・建築物耐震改修事業）

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



がけ崩れ、土石流、雪崩、地すべり、津波、高潮、出水等の危険から住民の生命の安全を確保するため、災害危険区域等の区域
内にある既存不適格住宅等の移転を行う者に対し補助金を交付する地方公共団体に対して、交付金を交付する事業

事業概要

（１）除却等費
○危険住宅の除去などに要する費用で撤去費、動産移転費、仮住居費、跡地整備費等（限度額：780千円/戸）

（２）建設助成費
○危険住宅に代わる新たな住宅の建設（購入を含む。）のため、金融機関等から融資を受けた場合の利息に相当する額
（借入利率：年8.5％を限度）
（限度額：4,060千円/戸（建物3,100千円/戸、土地960千円/戸）。ただし、特殊土壌地帯、地震防災対策強化地域、保全人家10戸

未満の急傾斜地崩壊危険区域、出水及び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する
地震防災対策の推進に関する特別措置法第３条第１項に基づき指定された推進地域による災害危険区域の場合：
7,080千円/戸（建物4,440千円/戸、土地2,060千円/戸、敷地造成580千円/戸）。

（１）対象地区要件
○建築基準法第39条第１項に基づき地方公共団体が条例で指定した災害危険区域
○建築基準法第40条の規定に基づき地方公共団体が条例で建築を制限している区域
○土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第８条に基づき都道府県知事が指定した土砂災害

特別警戒区域

（２）対象住宅要件
○既存不適格住宅
○建築後の大規模地震、台風等により安全上の支障が生じ、特定行政庁が是正勧告等を行った住宅

補助対象

補助要件

市町村（市町村が事業主体となりがたい事情がある場合は都道府県。） 国：１／２、地方公共団体：１／２

都道府県、市町村

交付団体

事業実施主体

D‐13．住宅・建築物安全ストック形成事業
（がけ地近接等危険住宅移転事業）

基本国費率 ※別途、地方負担軽減措置を講じる。



D‐14．造成宅地滑動崩落緊急対策事業

・東日本大震災により造成宅地に滑動崩落等が発生している地区における滑動崩落防止工事

地盤の滑動崩落等により被害を受けた造成宅地において、再度災害を防止するために滑動崩落防止の緊急
対策工事に対する支援。

補助対象

補助要件

交付団体

基本国費率

事業概要

・地震時に滑動崩落するおそれの大きい造成宅地であって、次のいずれかに該当するもの
イ 盛土面積が3,000m2以上であり、かつ盛土上に存在する家屋が１０戸以上であるもの
ロ 盛土をする前の地盤面の勾配が２０度以上かつ盛土高さが５ｍ以上であり、かつ家屋が５戸以上であるもの

・当該盛土の滑動崩落により、次のいずれかの施設に被害が発生するおそれのあるもの
イ 道路（高速自動車国道、一般国道、都道府県道、市町村道のうち指定市道及び迂回路のないもの（激甚災害に対処するための

特別の財政援助等に関する法律第２条第１項により指定された災害に限り迂回路のあるものも含む。））、河川、鉄道
ロ 地域防災計画に記載されている避難地又は避難路
ハ 家屋１０戸以上（当該盛土上に存するものは除く）

都道府県・市町村

国：1/2 （特別な場合は2/3※） ※ 放置すれば災害への対応に広域にわたり重大な支障をきたすおそれがあるような施設等の保護

地方公共団体と民間の負担割合については事業主体が任意に定めることが可能。

事業実施主体

都道府県・市町村
地下水位

地 山すべり面

地下水排除工

間隙水圧排除工

アンカー工

擁壁

地表水排除工滑動崩落防止工事イメージ
抑止杭工

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



D‐15．津波復興拠点整備事業

①津波復興拠点整備計画策定支援に要する費用： 計画策定費、コーディネート費
②津波復興拠点のための公共施設等整備： 地区公共施設整備、津波防災拠点施設整備等
③津波復興拠点のための用地取得造成

復興の拠点となる市街地（一団地の津波防災拠点市街地形成施設※）を用地買収方式で緊急に整備

する事業に対して支援を行う津波復興拠点整備事業を創設。

補助対象

補助要件

交付団体

事業概要

都道府県・市町村

国：1/2
地方公共団体：1/2 

事業実施主体

都道府県・市町村

住宅・公益系 業務系

港湾エリア

津波により甚大な被災を受けた地域おいて、一団地の津波防災拠点市街地形成施設※として定められていること等。

※津波が発生した場合においても都市機能を維持するための拠点とするため、一団地の津波防災拠点市街地形成施設を都市計画法
に基づく都市施設として位置づけ、収用の対象とする制度を法律制度として新設

津波復興拠点イメージ

本事業では、道路、公園、緑地のほか、津波防災まちづくりの拠点及び災害時の活動拠点として機能する施設等の
整備を支援

基本国費率

※別途、地方負担軽減措置を
講じる。



被災地の復興にあたり、被災地の限られた土地の有効利用を図りつつ、被災商店の再建や被災者の受け
皿となる公的住宅等の一体的整備を推進する。

事業概要

高度利用により生じた保留床を処分
→建設費等の事業資金を回収

① 商業施設、公的住宅等の施設建築物の
整備に要する費用

・ 調査設計計画費
・ 土地整備費（除却費等）
・ 共同施設整備費（共用通行部分、空地

等の整備）

② 都市計画道路等の公共施設の整備に要
する費用

補助対象

都道府県、市町村

交付団体

都道府県、市町村、民間事業者等

事業実施主体国 ： 2/5
地方公共団体 ： 2/5
民間事業者等 ： 1/5

基本国費率

一般的な市街地再開発事業
のイメージ

D‐16．市街地再開発事業

・ 原則として、地区面積が2,000㎡以上
・ 地区内の耐火建築物が概ね1/3以下 等

補助要件

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



被 災 前

浸水区域

都道府県・市町村 国：1/2 、地方公共団体：１/2都道府県・市町村 等

基本国費率

土地の嵩上げ

浸水区域

復 興 後

被災市街地復興

土地区画整理事業

D‐17．都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区画整理事業等）

広範かつ甚大な被災を受けた市街地の復興に対応するため、それぞれの地域の復興ニーズに的確
に対応し、被災市街地復興土地区画整理事業等により緊急かつ健全な市街地の復興を推進する

都市再生区画整理事業

緊 急 防 災 空 地 整 備 事 業 ：土地区画整理事業が予定される地区において、防災性向上及び土地区画整理事業の促
進を図ることを目的に公共施設充当用地を取得し、緊急に防災空地を整備する事業

都市再生事業計画案作成事業 ：土地区画整理事業を実施するための事業計画の案の作成に関する事業
被災市街地復興土地区画整理事業 ：大規模な災害により被災した市街地の復興を促進するために行う土地区画整理事業等

○緊急防災空地整備事業
土地区画整理事業予定地において、緊急防災空地の用地を取得するのに要する費用（減価補償地区以外も対象）

○都市再生事業計画案作成事業
土地区画整理事業を実施するための事業計画の案の作成に要する費用

○被災市街地復興土地区画整理事業
区画道路、公園等の公共施設を用地買収方式で整備した場合の事業費等を限度額として事業を支援

事業実施主体交付団体

※下線部は東日本大震災の復興に係る制度拡充

※別途、地方負担軽減措置を講じる。

事業概要

補助対象・
補助要件

津波防災整地費：津波により甚大な被災を受けた地域において、一定以上の計画人口密度（40人/ha）
などの必要な要件を満たした場合に限り、防災上必要な土地の嵩上げ費用（津波防

災整地費）を限度額に追加



D‐18．都市再生区画整理事業（市街地液状化対策事業）

○敷地境界、基準点等の混乱が著しい地域において、地籍整備と液状化対策を合わせて行う土地区画整理
事業に対する支援（被災市街地復興土地区画整理事業の国費算定対象及び交付対象経費（道路、公園等
の公共施設整備費等）に液状化対策事業計画に基づき実施される事業に要する経費として液状化対策推
進工事費を追加）

東日本大震災による地盤の液状化により著しい被害を受けた地域において、再度災害の発生を抑制
するため、土地区画整理事業で行う道路・下水道等の公共施設と隣接宅地等との一体的な液状化対策
を推進する。

補助対象

補助要件

交付団体

基本国費率

事業概要

①液状化対策事業計画※の区域内で行うもの
②公共施設と宅地との一体的な液状化対策が行われていると認められるもの

※液状化対策事業計画の策定に当たっては、第三者の意見を求める機関として学識経験者から構成される委員会を設置し、当
該計画に対して意見を聴くものとする。

都道府県・市町村

国：1/2 ,地方公共団体：１/2

事業実施主体

都道府県、市町村
又は土地区画整理組合等 公共施設（道路）

地方公共団体負担

宅地等所有者負担

液状化対策実施区域

公共施設

宅 地宅 地

公共施設と宅地との一体的な液状化対策の費用負担イメージ
ただし、民間宅地内において実施する公共施設の液状化対策費については公費で負担

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



D‐19．都市防災推進事業（市街地液状化対策事業）

①液状化対策事業計画※の案の作成（付随する調査含む）及びコーディネートに要する費用に対する支援
②液状化対策事業計画に基づき実施される以下の補助要件を満たす事業（設計費・工事費）及び付随する調査

に要する費用に対する支援

東日本大震災による地盤の液状化により著しい被害を受けた地域において、再度災害の発生を抑制
するため、道路・下水道等の公共施設と隣接宅地等との一体的な液状化対策を推進する。

補助対象

補助要件

交付団体

基本国費率

事業概要

都道府県・市町村

国：1/2 ,地方公共団体：１/2

事業実施主体

都道府県・市町村

①液状化対策事業計画※の区域内で行うもの
②液状化対策事業計画の区域の面積が3,000㎡以上でありかつ、区域内の家屋が10戸以上であるもの
③液状化対策事業計画の区域内の宅地について所有権を有する全ての者及び借地権を有する全ての者のそれぞ

れ3分の2以上の同意が得られているもの
④公共施設と宅地との一体的な液状化対策が行われていると認められるもの

※液状化対策事業計画の策定に当たっては、第三者の意見を求める機関として学識経験者から構成される委員会を設置し、当該計
画に対して意見を聴くものとする。

地方公共団体負担

宅地等所有者負担

液状化対策実施区域

公共施設

宅 地

公共施設（道路）

宅 地

公共施設と宅地との一体的な液状化対策の費用負担イメージ
ただし、民間宅地内において実施する公共施設の液状化対策費については公費で負担※別途、地方負担軽減措置を講じる。



①津波等に対する市街地の災害危険度判定に関する調査
②地区住民等に対する啓発活動、協議会の活動に対する助成、地区のまちづくり方

針作成
③道路、公園等の地区公共施設や防災まちづくり拠点施設等の整備
④災害に強いまちへの再生や地域活力の早期復興のための復興まちづくり計画の

策定（付随する調査を含む）やコーディネート、地区公共施設や高質空間形成施設
（植栽・緑化施設、せせらぎ・カスケード、カラー舗装・石畳、照明施設、ストリート
ファニチャー・モニュメント等）、防災・復興まちづくり拠点施設、共同施設・修景施設
等の施設整備 等

D‐20．都市防災推進事業（都市防災総合推進事業）

避難行動調査等により科学的知見に裏付けられた計画策定、住民の合意形成等のコーディネートに対
する支援や、計画に位置付けられた市街地の防災性の向上のための地区公共施設等整備などに対す
る支援を行う。

事業概要

都道府県・市町村等都道府県・市町村

①～③については、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域・観測
強化地域・特定観測地域※、指定市、県庁所在の市、DID地区のいずれかに該当
する地区（※③は独立した家屋が10戸以上隣接している地域）

補助対象

補助要件

交付団体

基本国費率

事業実施主体

国：1/3、地方公共団体：2/3（①、②、③の用地費（地区公共施設）、④の景観区域等
を除く高質空間形成施設・復興まちづくり支援施設）

国：1/3、地方公共団体：1/3、民間団体等：1/3（③と④の間接補助）
国：1/2、地方公共団体：1/2（上記以外）

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



D‐21．下水道事業

下水道施設の設置・改築

東日本大震災を踏まえ、被災した地方公共団体における下水管の耐震化、水処理施設の耐震補強等
に対する支援を行う。

補助対象

交付団体

基本国費率

事業概要

市町村

［下水管］
国：1/2 ,地方公共団体：１/2

［下水処理場］
国：5.5/10又は1/2 ,地方公共団体：4.5/10又は１/2

事業実施主体

市町村

マンホール耐震化工法管渠耐震化工法（更生工法の採用）

管渠の耐震化イメージ

下水処理場の耐震化イメージ

水処理施設の耐震補強（コンクリート打ち増し）

補助要件

（下水管）
下水道法施行令第24条の2に定める
主要な管渠

（処理場）
門、さく、へいを除く処理施設

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



D‐22．都市公園事業

①施設整備 都市公園法施行令（昭和31年政令第290号）第31条各号に定める補助対象施設の整備

②用地取得 都市公園の用地取得（公共施設管理者負担金を含む）

被災地の復興において津波災害に強い地域づくりを推進するため、津波被害を軽減する機能を有する
都市公園（津波防災緑地）の整備等について支援する。

補助対象

補助要件

交付団体

基本国費率

事業概要

【面 積】 原則として、2ha以上の公園であること

【総事業費】 総事業費が、1箇所当たり2.5億円以上の事業（県事業は5億円以上）であること

東日本大震災復興特別区域法に規定する復興整備計画又は復興交付金事業計画の

区域内で行われる場合は、市町村における都市公園等の整備水準に関わらず補助対象とする。

都道府県・市町村

【施設整備】 国：1/2 ,地方公共団体：1/2

【用地取得】 国：1/3 ,地方公共団体：2/3

事業実施主体

都道府県・市町村

津波を減衰し、漂流物を捕捉することによ
り、住宅地への直接的な被害を軽減した
樹林帯（気仙沼市）

津波による浸食を免れ、地域住民等の避
難地としても機能した都市公園内の丘（仙
台市）

津波

漁船

≪東日本大震災で見られた公園緑地による津波被害軽減効果の例≫

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



D‐23．防災集団移転促進事業

東日本大震災により被災した地域において、住民の居住に適当でないと認められる区域内の住居の集団
移転を支援する事業

補助対象

補助要件

交付団体

基本国費率

事業概要

都道府県・市町村

国：3/4 ,地方公共団体：１/4

事業実施主体

都道府県・市町村

①住宅団地（住宅団地に関連する公益的施設を含む）の用地取得及び造成に要する費用（移転者等に分譲する場合
も分譲価格（市場価格）を超える部分は補助対象）

②移転者の住宅建設・土地購入に対する補助に要する経費（借入金の利子相当額）
③住宅団地に係る道路、飲用水供給施設、集会施設等の公共施設の整備に要する費用
④移転促進区域内の農地及び宅地の買取に要する費用（当該移転促進区域内のすべての住宅用途に係る敷地を

買い取る場合に限る）
⑤移転者の住居の移転に関連して必要と認められる作業所等の整備に要する費用
⑥移転者の住居の移転に対する補助に要する経費
⑦計画策定費

・住宅団地の規模が５戸以上（移転しようとする住居の数が１０戸

を超える場合には、その半数以上の戸数。）

北海道奥尻町の事例（Ｈ５ 北海道南西沖地震）

※別途、地方負担軽減措置を講じる。



E‐1 ．低炭素社会対応型浄化槽等集中導入事業

補助対象

補助要件

基本国費率

事業概要

交付団体

復興地域の浄化槽整備を促進するため、被災地域において低炭素社会対応型浄化槽等を設

置する者に対し設置費用を助成する事業（個人設置型）や、市町村が設置主体となって浄化

槽の整備を行うために必要な費用を助成する事業（市町村設置型）を実施。

低炭素社会対応型浄化槽（ブロワの消費電力が従来型より少ない省エネ型浄化槽）等の設置

○個人設置型： 設置費用の４割のうち、
国１／２、市町村１／２（低炭素社会対応型浄化槽）
国１／３、市町村２／３（通常型浄化槽）

○市町村設置型：設置費用のうち、国１／２、市町村１２／３０

市町村

※別途、地方負担軽減措置を講じる。

○個人設置型
復興交付金事業計画により定められた地域における、低炭素社会対応型浄化槽等の

整備事業であること。
○市町村設置型

復興交付金事業計画により定められた地域における、低炭素社会対応型浄化槽の整
備事業であること。

国庫助成
１／２

地方負担
１２／３０

個人
負担
１割

■個人設置型（国庫助成対象額：設置費用の４割）

■市町村設置型（国庫助成対象額：設置費用の１０割）

ばっ気のための
ブロワの消費電
力を削減できる
省エネ浄化槽

ブロワ

■低炭素社会対応型浄化槽

地方
負担
１／２

個人負担 ： ６割

国庫
助成
１／２

事業実施主体

市町村

※通常型浄化槽設置の場合 ２／３ １／３


